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平成 28年度働き方改革推進実態調査結果（概要） 

山口県労働政策課 

１ 調査の趣旨 

本県の働き方改革に関する企業の実態や従業員の意識を調査し、今後の働き方改革推

進の基礎資料とする。 

なお、本報告は速報値であり、今後の精査により数値が変動する場合がある。 

 

２ 調査期日 

平成２８年７月３１日 

 

３ 調査対象等 

県内の従業員５人以上の事業所から、従業員規模別に２，０００事業所を抽出し、企

業及び従業員に調査票を郵送し、調査を実施した。 

 

４ 有効回答数 

種 別 送付数 ① 回答数 ② 回答率 ②/① 

企業 ２，０００事業所 ７２８事業所 ３６．４％ 

男性正社員 ２，０００人 ６３６人 ３１．８％ 

女性正社員 ２，０００人 ６８８人 ３４．４％ 

正社員以外の男性従業員 ２，０００人 ３８３人 １９．２％ 

正社員以外の女性従業員 ２，０００人 ５１９人 ２６．０％ 

 

５ 主な数値 
(1) 年次有給休暇取得状況〔正社員〕（平成 27年実績） 

○平成 27年の 1年間に企業が付与した年次有給休暇（正社員。繰越日数を除く。）の

平均付与日数は、男女とも全国平均を下回っている。平均取得日数及び取得率は、

男性は全国平均を上回っているが、女性はいずれも下回っている。 

区分 

正社員１人当たり 

平均付与日数 (A) (日) 

正社員 1人当たり 

平均取得日数 (B) (日) 

有給休暇取得率 

B/A (%) 

山口県 全国 山口県 全国 山口県 全国 

男女計 17.2 18.4 9.4 8.8 54.7 47.6 

 男性 18.0 18.7 10.0 8.4 55.6 44.7 

女性 15.4 17.5 8.1 9.3 52.5 53.3 

※全国：平成 27年「就労条件総合調査」 
 

(2) 所定外労働〔正社員〕（平成 27 年度実績） 

○本県の労働時間は、全国平均を若干上回っている。 

区分 
総実労働時間数 

（1人 1箇月平均） 

うち所定外労働時間数 

（1人 1箇月平均） 

山口県 170.6 時間 15.6時間 

全 国 169.1 時間 14.5時間 
※全国：毎月勤労統計調査（平成 27年度確報） 

資料１ 



- 2 - 

(3) 育児休業取得率（H27.4.1～H28.7.31） 

○育児休業取得率は、女性、男性とも、全国平均を若干上回っている。 

・女性：回答 728 事業所に従事する女性正社員で本人が出産した人数 656 人(A)の 

うち、育児休業を取得した者 556人(B)の割合（B/A） 

・男性：男性正社員で配偶者が出産した者 1,145人(C)のうち、男性正社員本人が 

育児休業を取得した 31人(D)の割合（D/C） 
 

性別 山口県 全国 

女 性 84.8％（84.6％） 81.5％（83.0％） 

男 性 2.71％（1.10％） 2.65％（2.03％） 

※括弧内は平成 26年調査（全国：雇用均等基本調査、山口県：雇用管理実態調査） 

 

６ 法制度を上回る企業の取組 

育児休業関連制度（法定） 法制度を上回る企業数(率) 内容 

育児休業制度(子が 1 歳まで) 73社（10.0％） 1 歳 6 月、2 歳、3 歳 等 

短時間勤務制度(子が 3歳まで) 72社（10.0％） 小学校就業前、小 3 まで等 

看護休暇制度(子が就学前まで) 20社 （2.7％） 小 3 まで、小 6 まで 等 

 

介護休業関連制度（法定） 法制度を上回る企業数(率) 内容 

介護休業制度(93 日まで) 31社（4.3％） 1 年まで 等 

介護休暇制度(要介護者 1人につき 5日まで) 14社（1.9％） 10 日 等 

 

７ 企業及び従業員の意識調査の結果 

(1) 企業と従業員の意識の差 

項 目 区分 上位回答（回答の多かった項目順） 

ワーク･ライフ･バラン

スの推進に重要なこと 

企業 ①時間外勤務の削減 ②監督者･同僚の配慮･協力 

正社員 ①年次有給休暇の取得 ②時間外勤務の削減 

年休取得促進に取り組

む上での課題 

企業 ①人手不足 ②繁忙期や突発的業務 

正社員 ①休んだ人の業務カバー ②特定者への業務の偏り 

ワーク･ライフ･バラン

ス推進の問題点･課題 

企業 ①人員管理の難しさ ②コストの増加 

正社員 ①職場の環境づくり ②管理職や同僚の意識改革 

 

(2) 従業員の性別による意識の差 

項 目 性別 上位回答（回答の多かった項目順） 

取得した年休

の用途 

男性 ①旅行、レジャー等の外出 ②家での休養 

女性 ①旅行、レジャー等の外出 ②自分の病気・けがの療養 

※このほか、女性は、「家族の病気・けがの療養」や「育児・家事」

のための休暇を、男性より多く取得している傾向 
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項 目 性別 上位回答（回答の多かった項目順） 

ワ ー ク ･ ラ イ

フ･バランスの

推進に重要な

こと 

男性 ①年次有給休暇の取得   ②時間外勤務の削減 

③監督者･同僚の配慮･協力 

女性 ①年次有給休暇の取得  ②フレックスタイム制度の導入 

③時間外勤務の削減   ④育児・介護、家事の家族分担 

女性の能力発

揮に重要なこ

と 

男性 ①責任ある仕事を任せる ②仕事と家庭の両立支援 

③管理職への女性登用 

女性 ①仕事と家庭の両立支援 ②責任ある仕事を任せる 

③管理職や男性従業員の意識啓発 

 

８ 働き方改革の取組に関する主な意見・提案 

◎：複数意見又は特徴的な意見 

種別 内   容 

企 業 

◎企業だけでなく社会全体での意識醸成を希望 

◎企業と従業員の双方の取組と意識改革が必要 

◎ロールモデル企業の情報発信・情報共有が必要 

○人手不足。早急に 20代～30代を雇用したいが、募集しても応募が

ない。 

○長々と労働時間を費やすことは労使互いにデメリットがある。仕

事と生活のいずれも充実を図る必要がある。 

男性正社員 

◎時間外労働の削減や年次有給休暇取得の促進が必要 

◎仕事にマッチした人材の雇用を希望 

○若手従業員の仕事に対する意識啓発を図り、職場に定着するよう

な努力をするべき。 

女性正社員 

◎経営者、上司、従業員等、職場の意識改革が必要 

◎男性の家事・育児参加に対する考え方の変革が必要 

◎働き方改革の取組を行った企業側に対する助成やインセンティブ

等の創設が取組促進に有効 

○フレックスタイムや短時間勤務等、多様な働き方を推進してはど

うか。 

男 性 

正社員以外 

◎意欲のある者の正社員化の拡大を希望 

○若い人が働きやすい職場環境づくりを推進すべき。 

女 性 

正社員以外 

◎職場におけるリーダーの養成を希望 

◎女性が働き続けられる環境づくりについて企業に様々な助成を行

うことが、企業の積極的取組の促進に有効 

○女性のライフステージに応じた仕事と家庭の両立支援が重要 

○職場の上司や同僚の理解や、家族の手助けが必要 
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山口県における働き方改革の具体的な取組について 
 

１ これまでの取組 
(1) 「やまぐち働き方改革推進会議」による取組推進 

・知事をトップに、労使団体や金融機関、大学、行政機関等が緊密に連携して働き方

改革を進めるため、国の働き方改革実現会議に先立って設立（平成 28年 8月） 

・推進会議の取組方針、事業計画を決定 
 

(2) 「やまぐち働き方改革支援センター」による企業等の取組支援 

・働き方改革に関するワンストップ相談窓口として、若者就職支援センター内に開設

（平成 28年 9月） 

・２名の専任アドバイザーが企業を訪問する「アウトリーチ支援」などにより、仕事

と生活の両立や若者定着に向けた専門的な助言、提案を実施 
 

(3) 政府要望（平成 28 年 11月実施） 

【項目】 

○地方の実情や意見を反映した、より実効性のある実行計画の策定 

○法制度の確立（長時間労働の是正、育児・介護休業制度の拡充等） 

○国の助成制度の拡充（職場意識改善助成金、キャリアアップ助成金等） 

○本県独自の働き方改革の取組への支援（交付金の弾力的運用等） 

・地方創生推進交付金の弾力的運用 

・女性の再就職・創業支援、インターンシップ支援、国の事業費拡充 

・スキルアップに向けた職業訓練の充実、人手不足分野の訓練継続 

・ＵＪＩターン就職促進の支援、独自の取組への支援 等 
 

(4) 働き方改革情報交換会（中国・四国ブロック）（平成 28年 11 月開催） 

・内閣官房地方創生推進本部が主催する情報交換会を本県において開催 

・行政関係者（国・県）が参集し、各県の働き方改革関係事業の取組や、働き方改革

推進会議の状況について情報交換 

 

２ 国の動向 
(1) 内閣府に「働き方改革実現推進室」設置（平成 28年 9月） 

(2)「働き方改革実現会議」設立（平成 28 年 9月） 

回・月日 主な議題 

第１回（9月27日） ・実現会議の設立、有識者議員等からの発言、内閣総理大臣挨拶 

第２回（10月24日） ・柔軟な働き方（テレワーク、多様な就業形態、副業等）の在り方 

・病気治療と仕事の両立、障害者の就業環境整備の在り方 

・女性が活躍しやすい環境整備（リーダー育成など） 等 

第３回（11月16日） ・雇用吸収力・生産性の高い産業への転職・再就職支援の在り方 

・労働者の人材育成の充実の在り方 

・春季労使交渉に向けた賃金引上げの方向性 等 

第４回（11月29日） ・同一労働同一賃金などの非正規雇用の処遇改善 

第５回（12月20日） ・同一労働同一賃金（政府のガイドライン案の提示） 

※ 年度内に、「働き方改革実行計画」を策定予定 

資料２ 
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■推進体制の整備 

◇現状・課題 

・若年層の県外流出 

・子育て期の女性の有業率低下 

・女性に比べ少ない男性の家事育児参加 

・景気雇用情勢の改善に伴う人手不足 

「やまぐち働き方改革推進会議」 

「やまぐち働き方改革支援センター」 

 

■働き方改革の取組項目 

国：働き方改革実現会議 

（検討テーマ） 

やまぐち働き方改革推進会議 

（取組の方向性） 

１ 同一労働同一賃金など非正規雇用の処遇

改善 

２ 賃金引き上げと労働生産性の向上 

３ 時間外労働の上限規制の在り方など長時

間労働の是正 

４ 雇用吸収力の高い産業への転職・再就職支

援、人材育成、格差を固定化させない教育の

問題 

５ テレワーク、副業・兼業といった柔軟な働き方 

６ 働き方改革に中立的な社会保障制度・税制

などの女性・若者が活躍しやすい環境整備 

７ 高齢者の就業促進 

８ 病気の治療、子育てや介護と仕事の両立 

９ 外国人材の受入れの問題 

 

 

＜平成 28年度末までに実行計画を策定＞ 

１ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラ

ンス）の推進 

(1) 長時間労働の是正 

(2) 仕事と育児・介護の両立支援 

(3) 時間や場所に捉われない多様な働き方

等の普及促進 

(4) 地域における女性の活躍促進 

２ 若者などの非正規雇用労働者の雇用対策

の推進 

(1) 正社員雇用の拡大 

(2) 非正規雇用労働者の正社員転換の促進 

３ マッチング支援体制の強化 

(1) 誰もが働きやすい雇用・就業の場の創出 

(2) 雇用のミスマッチの解消 

４ その他 

(1) 勤務条件の改善 

(2) ＵＪＩターン就職の促進 

 

■県から国への要望 

○働き方改革実行計画 

○法制度の確立 

○国の助成制度の拡充 

○本県独自の取組への支援 

 

 

 

 

 

地域の実情に即した働き方改革の推進 
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３ 具体的な取組 
(1) 基本的な考え方 

今回実施した「働き方改革推進実態調査」の分析結果や、働き方改革支援センター

が把握した現場のニーズを踏まえるとともに、国の「働き方改革実行計画」との整合

を図りながら、推進会議の取組方針に掲げる方向性に沿って、推進会議での議論を深

化させ、本県の実情に即した実効性のある取組を着実に推進する。 

〔「取組方針」に掲げる方向性〕 

１ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

２ 若者などの非正規雇用労働者の雇用対策の推進 

３ マッチング支援体制の強化 

４ その他（ＵＪＩターン就職の促進等） 

 

(2) 早急に取り組むべき重点項目 

労働時間や賃金、育児・介護に関する法制度については国において見直しが進む中、

現時点においては、実態調査の結果や企業・従業員からの意見も踏まえ、更なる普及

啓発、働き方改革の主要な推進主体である企業の自主的な取組を促進する仕組みづく

り、及び本県の中心的課題である女性と若者の就職支援に重点を置き、推進会議の構

成団体が一体となって優先的に取り組むこととする。 
 

① 更なる普及啓発 ⇒ 統一的な取組目標の設定による全県的キャンペーンの実施 

わかりやすく、県民誰もが取り組める目標等を設定し、キャンペーンを実施する。 

（例）“プラスワン休暇取得”“ノー残業デーは家族で外食”キャンペーン 等 
 

② 企業の自主的な取組の促進 ⇒ 優良取組企業に対するインセンティブ等の導入 

気運醸成や意識改革には、息の長い粘り強い取組が必要である。そこで、従来の

子育て応援企業宣言や、イクメンパパ子育て奨励金などの県独自の取組に加え、企

業の自主的な取組を一層促進するため、優良取組企業に対するインセンティブ等の

導入を図り、これを積極的に活用して、企業の自主的な取組を推進する。 

（例）新たな企業認定制度の創設、公募によるモデル企業の育成、ワーク・ライフ・

バランス推進リーダー養成 等 
 

③ 女性の活躍促進 ⇒ 子育て女性等の再就職支援の拡充 

企業・従業員アンケートから、子育て女性が再就職へ一歩踏み出す支援が必要との

意見が多数である。そこで、職場体験や実践研修などの再就職支援の拡充を実施す

ることとし、積極的に研修生の増加を図り、雇い入れを進める。 

（例）多様な研修先の確保、短時間の職業訓練の新設、新たな手法によるマッチン

グ支援の充実 等 
 

④ 若者の県内就職の促進 

 ⇒ 県内中小企業の魅力情報の積極的な発信、保護者向け対策の強化 

統計上、若者の県外流出が深刻であり、企業アンケートでも「早急に20代～30代

を雇用したいが応募がない」との切実な声がある。そこで、県内企業情報の確実な

提供とマッチング支援の拡充に取り組み、学生の県内就職を更に促進する。 

（例）動画やマップによる県内企業の情報発信、保護者向けガイドブックの作成、

県内企業におけるインターンシップの拡大 等 
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■体系別の取組 

取組方針 具体的な取組（◎：重点項目） 

１ 仕事と生活の調和（ワーク・

ライフ・バランス）の推進 

(1) 長時間労働の是正（所定外

労働時間の削減、年次有給休

暇の取得促進等） 

(2) 仕事と育児・介護の両立支

援 

(3) 時間や場所に捉われない

多様な働き方等の普及促進 

○推進体制の強化（推進会議の部会設置

等） 

○働き方改革支援センターの運営体制

の強化 

 

◎統一的な取組目標の設定による全県

的キャンペーンの実施 

○企業の情報発信力の強化 

○テレワーク等の普及・導入 

 

◎優良取組企業に対するインセンティ

ブ等の導入 

 

 

(4) 地域における女性の活躍

促進（再就職支援、創業支援

等） 

◎子育て女性等の再就職促進 

○女性の創業支援 

 

２ 若者などの非正規雇用労

働者の雇用対策の推進 

 

(1) 正社員雇用の拡大 ○職業訓練機会の確保 

○人手不足分野(建設･運輸)への人材育成・定着支援 

○新卒未就職者等の早期就職 

○地域若者サポートステーションによるニート等への支援 

(2) 非正規雇用労働者の正社

員転換の促進 

○非正規雇用労働者の正社員転換の促進（正社員化セ

ミナーの実施等） 

３ マッチング支援体制の強化  

(1) 誰もが働きやすい雇用・就

業の場の創出 

○障害者雇用を促進するための企業等の理解促進、マ

ッチング支援の充実 

(2) 雇用のミスマッチの解消

（インターンシップの強化、

キャリアアップ支援等） 

◎県内中小企業の魅力情報の積極的な発信、保護者向

け対策の強化 

 

４ その他  

(1) 勤務条件の改善  

(2) ＵＪＩターン就職の促進

（県出身学生、保護者、学校

等への確実な情報提供等） 

○県外就職説明会や、県外大学との連携協定を活用し

た取組の強化 

 

 

 

体制強化 

普及啓発 

企 業 の 
自主的な 
取組促進 



- 8 - 

 

やまぐち働き方改革宣言（案） 

 

 

若者や女性など県民誰もが活躍し、健康で豊かに生活できる社会を実現 

するためには、長時間労働の是正や、男女がともに安心して仕事と子育てを

両立できる働きやすい職場環境づくりを進めるとともに、安定的な雇用の場

を確保することが重要です。 

こうした取組は、若者の大都市圏への流出や、働く女性の出産や子育てに

伴う離職に歯止めをかけ、県内産業を支える人材を確保し、本県最大の課題

である人口減少の克服にもつながるものです。 

そこで、私たちは、一人でも多くの方が山口県で働き、幸せに暮らして 

いくことができるよう、総力を結集して、誰もが県内での就職の希望が叶い、

その仕事を充実させ、家庭や地域での生活も楽しむことができる社会をめざ

す「働き方改革」の取組を力強く進めることを宣言します。 

１ 長時間労働の是正や、仕事と子育て・介護との両立などによる「仕事と

生活の調和」（ワーク・ライフ・バランス）の取組をしっかりと支えていきます。 

２ 若者、女性、高齢者、障害者など誰もがいきいきと活躍できる、多様で

魅力ある雇用の場づくりを応援します。 

３ 私たち自身が先頭に立って、自らの職場や関係の企業・団体における 

働き方改革の推進に全力で取り組みます。 

平成２８年１２月２２日 

やまぐち働き方改革推進会議 

 

日本労働組合総連合会山口県連合会、一般社団法人山口県労働者福祉協議会、 

山口県経営者協会、山口県商工会議所連合会、山口県商工会連合会、山口県 

中小企業団体中央会、山口経済同友会、株式会社山口銀行、株式会社西京銀行、 

山口県信用金庫協会、国立大学法人山口大学、独立行政法人高齢・障害・求職 

者雇用支援機構山口支部、厚生労働省山口労働局、山口県 

 

資料３ 


